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０：仙台市の全体像（人口、産業、都市構造）  

p.1   仙台市の姿（平成 21年 10月 1日現在） 

p.2   仙台市の人口増加率は低下傾向 ［仙台市の人口・世帯数の各増加率の推移（S35～H17）］ 

p.3  市内の人口集中地区（DID）の面積は、近年増加傾向が鈍化  

［仙台市内の人口集中地区（DID）の面積の割合（S50～H17）］ 

  p.4  日本全体と仙台市の人口はまもなく減少に転じる ［日本全体と仙台市の将来人口推計］ 

  p.5   世帯数は増加傾向、世帯人員は減少傾向 ［仙台市の世帯人員］ 

p.6  平均気温は上昇している ［仙台市の年平均気温の推移（1927～）］ 

p.7 ［全国］年平均気温は 100 年あたりで 1.10℃上昇 ［日本の年平均気温平年差（1898～）］ 

p.8 ［東北］年平均気温は 100 年あたりで 1.64℃上昇 ［東北地方の年平均気温平年差（1927～）］ 

p.9  ［東北］冬日の日数は減少、熱帯夜の日数はやや増 ［東北地方の熱帯夜と冬日の平均日数］ 

p.10 サクラの開花は早まり、イチョウの黄葉は遅くなっている 

[仙台のサクラの開花日とイチョウの黄葉日] 

p.11 仙台市の産業構造は、第３次産業が 80％を超えている 

     ［市内総生産（名目）の経済活動別構成比比較（主な政令市）］ 

p.12 [意識］仙台市の施策では、「ごみ減量｣｢緑｣｢自然」に高い評価 ［仙台市施策目標調査(H21) 

p.13 ［意識］「公害のない都市｣｢清潔な都市」が市民の基礎的なニーズ。「美しい景観」「温暖化

対策」にも高い期待 ［市民意識調査（H20）] 

p.14 ［意識－全国］「緑｣｢自然環境｣｢街並み」は仙台市の重要な環境ブランドイメージ  

［仙台に対するイメージ インターネット調査（H15）] 

 

１：低炭素（地球温暖化対策、資源エネルギー等）  

p.15 ［世界］二酸化炭素総排出量（2006 年）で日本は世界第 5位  

［世界の二酸化炭素排出量（2006 年）］ 
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p.16 ［世界］二酸化炭素総排出量（2007 年）で日本は世界第 5位。中国が第 1位に  

［世界の二酸化炭素排出量（2007 年）］ 

p.17 ［全国］二酸化炭素総排出量は 2000 年以降横ばい状況、1990 年比 9.0%増加 

［日本の温室効果ガス排出量及び一人当たり排出量の推移(1990～2007)] 

p.18  仙台市の温室効果ガス排出量は 2000 年以降横ばい状況、1990 年比 23％増加 

［温室効果ガス排出量及び一人当たり排出量の推移(1990～2005)］ 

p.19  仙台市の温室効果ガスの排出のうち 97％がエネルギー起源CO2。1990 年比 25％増加 

［温室効果ガスの種類別排出量及び増減率］ 

p.20  仙台市の部門別CO2排出量は、運輸部門・民生部門で 7割を占める 

［二酸化炭素の部門別排出量の推移(1990～2005)］ 

p.21  仙台市のCO２排出量は、産業部門の割合が比較的低い 

[国と政令市における部門別CO２排出量割合の比較（2005 年度）] 

p.22  民生（家庭）部門のエネルギー消費量は 1990 年度比 37％増加。近年は横ばい傾向 

[家庭におけるエネルギー消費量の推移と用途別内訳(1990～2005)] 

p.23 民生（業務）部門のエネルギー消費量は 1990 年度比 34％増加。現在も増加傾向 

        [民生業務部門業種別エネルギー消費量の推移(1990～2005)] 

p.24  卸・小売業の延床面積は増加傾向  [事業所数・小売販売額・従業員数・売場面積の推移] 

p.25  民生部門のエネルギー起源二酸化炭素排出量は、電力が家庭・業務部門それぞれで第 1位 

       ［民生（業務・家庭）部門エネルギー起源二酸化炭素排出量の割合（2005 年度）］ 

p.26 運輸部門のエネルギー消費量は、1990 年度比 32％増加、2002 年度以降はやや減少傾向 

[運輸部門交通手段別エネルギー消費量] 

p.27 乗用車の保有台数は減少傾向で、軽自動車は割合が高まる  

[自動車車種別保有台数の推移(1990～2008)] 

p.28 都心３km以遠では自動車依存傾向が強い 

［仙台都心からの距離帯別移動手段構成の変化（S57、H4、H14）］ 

p.29 輸送機関によりエネルギー消費は大きく異なる 

[旅客運送手段のCO2排出原単位・貨物輸送手段のCO2排出原単位] 

p.30 ［世界］地球温暖化に対する国際社会の動向 

   p.31 ［世界］先進各国の中期目標（2020 年段階） 

  p.32 ［国内］我が国における温室効果ガス削減の中期目標 

p.33 ［参考］国の中期排出目標値による、仙台市の温室効果ガス排出量削減の試算 

  p.34 ［国内］「環境モデル都市」の概要 

p.35 ［国内］環境モデル都市の取り組み ①（大都市・特例区） 

p.36 ［国内］環境モデル都市の取り組み ②（地方中枢都市・小規模市町村） 

p.37 ［施策］仙台市の公共施設における太陽光発電システムの導入状況 

p.38 ［施策］仙台市の公共施設における新エネルギー等利用施設一覧 

p.39 ［意識］市民が望むC02排出量削減策は、「自然エネルギーの活用」が第１位 

［市民意識調査（H20）］ 
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p.40 ［事例] 低炭素社会における新たな社会インフラ [電気自動車の充電所] 

p.41 ［事例] 新たな省エネ型製品の商品化が進みつつある [ＬＥＤ照明の例] 

 

２：資源循環（ごみ減量、リサイクル） 

p.42  ごみ総量は、漸減傾向 [ごみ総量及び人口の推移] 

p.43  ごみ処理基本計画（平成 11年 3月策定）の基本目標は達成する見込み 

       [1 人１日当たりのごみの排出量・リサイクル率の推移] 

p.44 家庭ごみ等有料化導入（H20 年 10 月）後、家庭ごみ排出量が減少 [家庭ごみ排出量の推移] 

p.45 ［施策］ごみ減量・リサイクル推進への取組み（H11～） 

p.46 ［事例］市民・事業者・行政の協働によるレジ袋の削減に向けた取り組み 

p.47 ［事例］乾燥生ごみと野菜などの交換による地域資源循環  

 

３：自然共生（自然保護、生物多様性等）  

p.48 ［施策］｢都市成長の適正な管理｣のための条例・計画等の整備状況（H10～） 

p.49 ［施策］｢都市成長の適正な管理｣のための条例の運用状況 

p.50 ［施策］緑の保全状況 ［各種制度と保全の状況］ 

p.51  緑被率は大都市中トップクラス ［緑被率の政令市比較］ 

p.52  農用地の減少と宅地の増加が進んだ ［利用区分別土地利用面積の推移（H5～）］ 

p.53 ［参考］県内の森林資源のストック化が進んでいる 

 ［森林資源の増加状況（民有林）（S40～H10）］ 

p.54  身近な生き物の認識度は低下している ［生き物認識度調査結果の推移（S49,H6,H13）］ 

p.55 ［事例］仙台市の自然環境についての情報提供の充実 

p.56  野生動物による農作物被害が増えている ［野生鳥獣による農作物被害額の推移（H15～20）］ 

p.57 ［事例］市民の連携により鳥獣被害を防ぐ ［市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱによるイノシシ防護策の設置］ 

p.58  一人当たりの都市公園面積は横ばい傾向 ［一人当たり都市公園面積の推移（H7～H20）］ 

p.59  一人当たりの都市公園面積は政令指定都市中第 2位 

 ［一人当たり都市公園面積の政令市比較（H20）］ 

p.60 ［意識］「空気｣｢静けさ｣｢緑」への市民満足度が高い。「水辺環境｣｢自然との触れ合い」には

課題も ［市民意識調査（H20）] 

 

４：環境質（大気質、自動車環境負荷、水質、快適環境等）  

p.61  大気質に関する環境基準はほぼ達成 ［測定局・測定項目ごとの環境基準達成状況（H20）］ 

p.62  大気質に関する環境基準は年平均値も良好に推移 ［測定項目ごとの年平均値の推移］ 

p.63  光化学オキシダントの環境基準は未達成 ［光化学オキシダント測定結果(H20)］ 

p.64  仙台市の大気環境の質は大都市中トップクラス ［二酸化窒素濃度の都市間比較（H19）］ 

p.65  自動車保有台数は近年やや減少 ［自動車保有台数と伸び率の推移（H11～H20）］ 

p.66 ［施策］市役所公用車の低公害車・低公害型車両導入割合 
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p.67  河川の水質は改善が進み、近年は概ね良好で推移 ［各河川の BOD の経年変化（S47～H20）］ 

p.68  広瀬川の水質は大都市河川中トップクラス ［河川水質の都市間比較（H19）］ 

 

５：環境づくりを支える仕組み（市民・事業者の意識と取り組み、社会・経済の仕組み等） 

p.69 ［施策］市民、事業者との連携・協力体制の整備状況（H7～） 

p.70 ［施策］仙台市の環境教育・学習 ①「FEEL Sendai」の活動 

p.71 ［施策］仙台市の環境教育・学習 ②市や学校の主な事業 

p.72 ［施策］環境配慮型店舗・事業所（エコにこショップ・オフィス）の認定 

p.73 ［施策］みちのくＥＭＳ認証登録補助 

p.74 ［事例] ｢緑のカーテン｣で環境学習  [市内小学校における取り組み] 

p.75 ［事例] ポイント制度の活用  [CO2削減バンク（京都）] 

p.76 ［事例] カーボンオフセットの取り組み 

 [オフセット・クレジット制度(環境省)による高知県の事例]  

p.77 ［事例] カーボンフットプリント制度―「C02の見える化」の仕組みづくり [経済産業省] 

p.78 ［事例] 地域農業と環境活動を支える市民風車 [市民風車とマッチングファンド] 

p.79 ［意識］｢消費行動｣｢省エネ」への市民の意識は向上している ［市民意識調査（H20）］ 

p.80 ［意識］環境に配慮した行動を行わないのは、「わからないから｣｢手間がかかるから」 

［市民意識調査（H20）］ 

p.81  [意識］市民の７割弱が、環境と経済の好循環、両立に期待 ［市民意識調査（H20）］ 

p.82 ［意識］環境保全活動を通じて、他団体とのネットワークが生まれる 

          ［環境活動団体ヒアリング調査（H19）］ 

p.83 ［意識］環境団体活動の課題は「活動の停滞｣｢若い会員の少なさ｣｢資金調達｣｢情報発信」など 

[環境活動団体ヒアリング調査（H19）] 

p.84 ［意識］｢学校や地域との連携強化」を考えている環境活動団体が多い 

  [環境活動団体ヒアリング調査（H19）] 

p.85 ［意識］環境活動団体は、市に対して「活動支援｣｢企画・政策に関与できる機会の用意」を望

んでいる ［環境活動団体ヒアリング調査（H19）］ 

p.86 ［意識］環境マネジメントを経営に取り入れる企業は増加 ［事業所アンケート調査（H19）］ 

p.87 ［意識］企業が環境に取り組む動機は、「社会的責任｣｢環境問題の重要性」が主 

［事業所アンケート調査（H19）］ 
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○

 
仙台市の姿

 
（平成21年10月１日現在）

北緯38°27′18〝

北緯38°10′26〝

東経140°28′10〝

東経141°2′48〝仙台市
泉区

 

１４５k㎡

宮城野区

 

６２k㎡

若林区

 

５０k㎡
太白区

 

２３０k㎡

秋保地域（145k㎡）

宮城地域（260k㎡）

青葉区

 

３０１k㎡

岩手県秋田県

青森県

山形県

福島県

宮城県

◆総面積

 

７８８．０９k㎡

◆推計人口

 

１，０３３，５１５人
男

 

５０１，９４１人
女

 

５３１，５７４人
◆世帯数

 

４５７，１４５世帯
◆人口密度

 

１，３１１人／k㎡

仙台市の地形図

仙台市の全体像
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○

 
仙台市の人口増加率は、低下傾向

 （仙台市の人口・世帯数の各増加率の推移）

○仙台市の人口と世帯数は現在も増加傾向にあるが、人口増加率は昭和50年の18.4％をピークに減少し、

 
世帯数増加率も低下している。

出典：国勢調査

仙台市の全体像
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 人口
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○

 
市内の人口集中地区（ＤＩＤ）の面積は、近年増加傾向が鈍化している

 （仙台市内の人口集中地区（ＤＩＤ）の面積の割合）

○仙台市域内の人口集中地区（ＤＩＤ）が市域面積に占める割合は、平成7年以降は約16％で近年はほぼ変

 
化がない状況である。

130.20129.69123.8
113.3

102.9

86.5
76.7

14.5
9.7 11.0

13.1
15.8 16.6 16.6

0

20

40

60

80

100

120

140

Ｓ50 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17
（年）

（平方㎞）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50 （％）

ＤＩＤ地区面積 人口集中割合（面積）

出典

 

仙台市統計書

※人口集中地区（ＤＩＤ）とは：広義にとらえた市街地で、国勢調査に対して、人口密度が約4,000人／k㎡超える

 
調査区の集合体で、合計人口が5,000人を超える範囲。

仙台市の全体像
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○

 
日本全体と仙台市の人口はまもなく減少に転じる

 （日本全体の人口推移と仙台市の人口推計）

出典

 

国立社会保障･人口問題研究所推計

○国立社会保障・人口問題研究所が平成20年12月に行った将来人口推計によると、日本全体の人口は平

 
成22年をピークに減少を続けると予測されており、仙台市においても、総人口がピークを迎えるのはそれ

 
よりもやや遅いものの、同様に近く人口減少に転じると予測されている。

仙台市の全体像

※

 

年少人口：0～14歳、生産年齢人口：15～64歳、高齢者人口：65歳以上
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○

 
世帯数は増加傾向、世帯人員は減少傾向

 （仙台市の世帯人員）

○世帯数は増加傾向が続いているが、増加ペースは鈍化している。世帯人員は減少傾向にある。

○平成17年現在、仙台市の世帯人員は約2.3人/世帯で、平成2年比で約0.4人/世帯減少している。青葉区が

 
一番少なく約2.1人/世帯となっており、泉区は、平成2年比で約0.6人/世帯減で区内で一番の減少になって

 
いる。

出典

 

国勢調査

仙台市の世帯人員別一般世帯数

１人

2人

5人

3～
4人

仙台市の全体像

仙台市の世帯人員

泉

太白

若林
仙台市

青葉

宮城野
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○

 
年平均気温は上昇している

 （仙台市の年平均気温の推移）

○仙台市の平成20年の年間平均気温は12.7℃で、昭和2（1927）年から平成20（2008）年までの長期推移

 
を見ると、100年あたりで2.21度上昇している。1980年代以降急激に上昇しており、このような気温上昇の

 
原因は都市化による温暖化現象、大気や海洋等の自然的要因が考えられるが、そのメカニズムについて

 
は充分に解明されていない。

出典

 

仙台管区気象台資料

9

10

11

12

13

14

1927 1940 1953 1966 1979 1992 2005 年

（℃）

2.21℃

 
上昇

仙台市の全体像
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○

 
[全国]

 
年平均気温は、100年あたりで1.10℃上昇

 (日本の年平均気温平年差）

○日本の年平均気温は、100年あたり1.10℃ (1898－2007年からの換算）の割合で上昇しており、特に

 
1990年代以降に高温の年が多くなっている。

出典

 

仙台管区気象台資料

仙台市の全体像
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○

 
[東北]

 
年平均気温は、100年あたりで1.64℃上昇

 (東北地方の年平均気温平年差）

○東北地方の年平均気温は、100年あたりで1.64℃ (1927－2007年からの換算）上昇している。

○1990年代以降に高温の年が多くなっている。2007年の東北地方の年平均気温の平年差は、＋0.8℃。で

 
ある。

出典

 

仙台管区気象台資料

仙台市の全体像
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○東北地方の熱帯夜(最低気温25℃以上）の平均日数は、1931－2007年で緩やかな増加傾向にある。

○東北地方の冬日（最低気温０℃未満）の平均日数は、 1931－2007年で減少している。

○

 
[東北]

 
冬日の日数は減少、熱帯夜の日数はやや増

 (東北地方の熱帯夜と冬日の平均日数）

出典

 

仙台管区気象台資料

仙台市の全体像
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○

 
サクラの開花は早まり、イチョウの黄葉は遅くなっている

 （仙台のサクラの開花日とイチョウの黄葉日）

○仙台のサクラの開花日は、1980年代半ばまでは4月中旬が多かったが、近年は4月上旬に開花する年が

 
増えている。開花に影響のある２～４月の平均気温にも上昇傾向がみられる。

○仙台のイチョウの黄葉日は、1980年代半ばまでは11月上旬が多く10月下旬の年もあった。近年は11月下

 
旬になることが多い。2006年は観測以来最も遅い12月8日に黄葉した。9～11月の平均気温は上昇傾向

 
にあり、黄葉を遅らせている原因のひとつと考えられる。

仙台のサクラの開花日と２～４月の平均気温

開花日

サクラの開花日○

 

２～４月の平均気温△

仙台のイチョウの黄葉日と9～11月の平均気温

黄葉日

イチョウの黄葉日○

 

９～11月の平均気温△

出典

 

仙台管区気象台資料

仙台市の全体像

２～４月の平均気温

９～11月の平均気温
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7.8%
13.2%

23.2% 21.1%6.3%

5.9%

3.6% 6.2%
3.3%

19.8%
13.4%

14.3% 11.7%
6.4% 5.0%

7.2% 6.2%
13.8% 19.1%

14.6%
10.5%

7.9%
8.6%

6.1%
12.6%

24.1%
25.0% 21.0% 23.4%

16.1%
10.7% 12.3% 10.3%

0.1%
0.2% 0.1% 0.2%

1.7%

2.6%
1.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

仙 台 市 横 浜 市 京 都 市 北九州市

農林水産業 製造業 鉱業・建設業 電気・ガス・水道業 卸売・小売業

金融・保険業 不動産業 運輸・通信業 サービス業 政府・対家計

農林水産業

政府・対家計

サービス業

運輸・通信業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

電気・ガス・
水道業

製造業

鉱業・建設業

第１次産業

第３次産業

第２次産業

（ほぼ線上）

○

 
仙台市の産業構造は、第３次産業が80％を超えている

 (市内総生産（名目）の経済活動別構成比比較（主な政令市））

○仙台市の産業構成は、大都市の中でもサービス業、卸売・小売業などの第３次産業の割合が80％以上と特に

 
高いことに特徴がある。

○ なお、サービス産業が多い消費都市という仙台の特性は、部門別CO2 排出割合にも反映している。（→P.20)

資料

 

大都市比較年表より作成（平成18年度

 

各都市市民経済計算）

仙台市の全体像



12出典

 

平成21年度仙台市施策目標調査（市民アンケート）

○［意識］

 
仙台市の施策では、「ごみ減量」「緑」「自然」に高い評価

○仙台市の環境に対する取組への市民の評価は全体的に高く、特に「ごみ減量・リサイクルの推進」に関す

 
る評価は全項目でトップとなっている。それ以外でも「街の中の緑の保全・創出」、「自然環境の保全」がそ

 
れぞれ２位、４位となるなど高い評価となっている。

【Q：これまでの仙台市の取り組みで評価できると思う施策】

仙台市の全体像
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○［意識］

 
「公害のない都市」「清潔な都市」は市民の基礎的なニーズ。「美し

 い景観」「温暖化対策」にも高い期待

○市民が環境面でどのような都市を望むかは、「公害のない都市」「ポイ捨てがない都市」「景観の美しい都

 
市」「自然エネルギー等温暖化対策に積極的な都市」「公共交通体系が整備された都市」が高順位である。

出典

 

市民意識調査（平成20年度環境局実施）

42.6%

39.1%

34.5%

33.7%

31.8%

25.7%

22.9%

21.3%

15.7%

8.5%

4.7%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭などの公害がない都市

ポイ捨てごみが少なく、清潔な都市

景色や街並みが美しい都市

自然エネルギーの利用、省エネなど地球温暖化対策に積極的に取り組む都市

環境にやさしい公共交通体系が整備された都市

街なかに緑や水辺があふれる都市

ごみ減量・リサイクルが進んだ循環型都市

歴史的・文化的な雰囲気がある都市

山から海まで自然が豊かで、動植物とふれあえる都市

市民が環境学習や環境保全活動に積極的に取り組む都市

環境ビジネス・研究が盛んな都市

その他

【Q：期待される今後の仙台市の都市像について】

仙台市の全体像
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出典：仙台商工会議所「仙台ブランド推進委員会」インターネットアンケート調査
○実施期間：平成１５年３月５日（水）～４月１日（火）までの４週間）
○回答者数：３，９２６名（男性：１，６９７名、女性：２，２２９名）

○［意識―全国］

 
「緑」「自然環境」「街並み」は、

 仙台の重要な環境ブランドイメージ

仙台市の全体像

○仙台市に関する全国的なアンケートでは、環境に関連する分野のイメージが上位に来ており、「杜の都」や

 
環境先進都市のイメージは本市のブランド戦略にとって重要な位置づけにあると考えられる。
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世界の二酸化炭素の国別排出割合（2006年） 二酸化炭素の国別の１人当たり排出量（2006年）

［世界］

 
二酸化炭素総排出量（2006年）で日本は世界第５位

○二酸化炭素の国別排出量（2006年）では、我が国の総排出量の全世界に占める割合は4.5％で、世界第５

 
位となっている。

○二酸化炭素の1人当たりの排出量は、9.7トン/人となっている。

出典

 

EDMC/エネルギー・経済統計要覧2009年版
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）

低炭素

総排出量は第５位
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［世界］

 
二酸化炭素総排出量（2007年）で日本は世界第5位。中国が第1位に

○二酸化炭素の国別排出量（2007年）では、日本の総排出量の全世界に占める割合は4.0％で、順位としては

 
第５位で変化はない。

○世界全体の順位をみると、中国がアメリカを追い越し、世界第1位の排出国となった。

○今後、発展途上国の二酸化炭素排出量の増加が予測されており、京都議定書においては削減約束のない

 
中国、インドなどの国にも最大限の排出削減が必要となってくる。

今後のCO2

 

排出量の予測

0

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

5

10

15

20

25

CO2 排出量 (炭素換算 10億トン )

先進国

開発途上国

0

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

年

5

10

15

20

25

CO2 排出量 (炭素換算 10億トン )

出典： Kainuma et al., 2002: 
Climate Policy Assessment, Springer, p.64.

途上国

先進国

EU-15
10.0%

ロシア
5.1%

インド
5.1%

日本 4.0%

その他
35.8%

アメリカ
18.7%

中国
21.3%

2007年の
全世界のCO2排出量

約310億ｔ－CO2

世界全体の二酸化炭素排出量推計値（2007年）

出典

 

オークリッジ研究所データより環境省作成

低炭素

＊ＥＵ全体としては順位に含めていない。
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○[全国]

 
二酸化炭素総排出量は2000年以降横ばい状況、1990年比9.0％

 増加

 
（日本の温室効果ガス排出量及び一人当たり排出量の推移）

低炭素

出典

 

国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィスのデータをもとに作成

○我が国における二酸化炭素総排出量は、2007（H19）年に１,304百万トン（１人当たり10.2トン／人）で、総排

 
出量では1990年比14.0％の増加（＊１）。2000年度以降は概ね横ばい傾向で推移している。

＊１

 

増加の要因として、地震等による原発トラブルの影響も含んでいる。(2007年については柏崎刈羽原発の運転停止が影響）
＊２

 

温室効果ガス排出量で比較すると9.0%増となる。（1,261百万ｔ(1990年度）→1,374百万ｔ(2007年度））
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○

 
仙台市の温室効果ガス排出量は

 
2000年以降横ばい状況、1990年比

 23％増加

 （温室効果ガス排出量及び一人当たり排出量の推移）

○仙台市の温室効果ガス排出量は、2005（H17）年に7,296千トン（1人当たり7.12トン／人）で、総排出量では

 
1990年比23.0％の増加。2000年にピークをむかえた後、横ばいないし微減傾向で推移している。

5,918
6,250

6,768
7,203 7,409 7,1737,582 7,345

7,296

6 .997 .437 .347 .06
6 .646 .44

7 .21
7 .52 7 .12
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排
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一
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た
り
排
出
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（トンCO2／人・年）（千トンCO2／年）

23%増

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料
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○

 
仙台市の温室効果ガスの排出のうち、97％がエネルギー起源CO2

 

。1990

 年比で25％増加

 （温室効果ガスの種類別排出量及び増減率）

○エネルギー起源ＣＯ2 は，燃料の燃焼によって発生するが、同じエネルギー量であっても、石炭100＞石油

 
80＞天然ガス60 というように，ＣＯ2 の排出は異なる。

○用途に応じてＣＯ2 排出の少ないエネルギー源を使用することも、技術革新と併せて重要な対策のひとつで

 
ある。

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料

単位：千トン-CO2，％

1990年度 2005年度 90/05増減率

エネルギー起源CO2 5,650 7,059 25%

非エネルギー起源　CO2 172 110 -36%

メタン（CH4） 27 22 -21%

一酸化二窒素（N2O） 68 83 22%

ハイドロフルオロカーボ
ン（HFC） 1 22 1754%

総計 5,918 7,296 23%
※端数処理のため合計が一致しない場合がある。

主な排出源

燃料の燃焼 　　　　　　　

代替フロン
エアコン・冷蔵庫の冷媒

水田
ごみの埋立てによる

廃棄物の焼却

燃料燃焼，農地
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○

 
仙台市の部門別CO２

 

排出量は、運輸部門・民生部門で7割を占める

 （二酸化炭素の部門別排出量の推移）

○運輸部門：排出量が最も多く，増加率も高い（31％）。排出ピークは早く（1996年），近年減少傾向

○民生部門（家庭・業務）：家庭と業務を合計すると，運輸を上回る排出量（2,583トン-CO2 ）となる。

家庭：増加率が高い（41％）ものの，排出ピーク（2000年）以降は微減傾向。

業務：増加率が高く（35％），経年でも増加傾向が継続。

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料
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2,5232,525
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950 1,287

153

225195199172
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3,000

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 年度

排
出
量

90年度比

運輸部門
31％増

民生(家庭)部門
41％増

民生(業務)部門
35％増

産業部門
4％増

廃棄物焼却
36％減

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換・その他
47％増

千トンCO2／年

運輸部門

産業部門

家庭部門

業務部門

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換

廃棄物焼却

産業部門

 

：第一次産業及び第二次産業（製造業、非製造業）

運輸部門

 

：人・物の輸送及びそれに付帯する業務（自動車、船舶など）

民生（家庭）部門：個人世帯からの排出で、自家用乗用車等運輸部門を除く

民生（業務）部門：産業・運輸に属さない企業・法人で、運輸部門を除く（オフィス、小売業、自営業など）

エネルギー転換 ：発電等エネルギー源の製造を要するもの。（電気事業者、ガス事業者など）
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○

 
仙台市のCO2

 

排出量は、産業部門の割合が比較的低い

 （国と政令市における部門別CO2排出量割合の比較（2005年度））

○仙台市の部門別の二酸化炭素排出状況を国全体と比較すると、産業部門の割合が小さく、運輸部門、民

 
生（家庭）部門の割合が大きくなっており、産業構造や消費都市としての仙台市の性格が表れている。

○このことから、仙台市ではサービス産業及び消費活動によるCO２

 

排出が与える影響が相対的に大きいと考

 
えられる。

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料
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21.4%
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14.5%
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1203百万ｔ-CO2
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26.8%
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仙台市
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○

 
民生（家庭）部門のエネルギー消費量は、1990年度比37％増加。近年は

 横ばい傾向

 （家庭におけるエネルギー消費量の推移と用途別内訳）

低炭素
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6,244 6,731
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13,090

暖房用

37%増

１７
６０

３１８２

４５

37

＊左の棒グラフは、凡例の

 
順番に積み上げている。

○家庭部門のエネルギー消費量

 

＝

 

世帯あたりのエネルギー消費量（原単位）

 

×

 

世帯数

○世帯単位でのエネルギー消費が動向として、1990年比で世帯数が29％の増、世帯あたりエネルギー消費原

 
単位が6％の増であり、世帯数の伸びの影響が大きい。

○世帯当たりのエネルギー消費は、全国平均をやや下回る。（市：約40,000MJ、全国（2006年度：約43,900MJ）

○近年の傾向は、省エネ家電その他建築物の性能向上による効果も現れていると思われる。

出典

 

仙台市環境局資料
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○民生(業務）部門のエネルギー消費量は、1990～2005年度一貫して増加傾向であり，トータルで34％増加し

 
ている。

○増加要因としては、事業所ビル、卸・小売店での延床面積の増加の影響が大きく、業務部門のエネルギー

 
消費量全体を押し上げていると考えられる。

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料

○

 
民生（業務）部門のエネルギー消費量は、1990年度比34％増加。現在も

 増加傾向が続いている

 （民生業務部門業種別エネルギー消費量の推移）

3,508 3,786 3,841 3,930 4,146 4,304

3,256
3,875 3,896 3,936 4,124 4,238

1,148872

770 733 704
725 751

922

1,307 1,359 1,353
1,446 1,474

617

1,057 1,267 1,147
1,194 1,201

1,262

1,181 1,159 1,190
1,127 1,181696 773 730
795

831

1,151
1,2471,208

968

1,157

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1990 1998 2002 2003 2004 2005

市施設分

その他サービス業

病院・医療関連施設

劇場・娯楽場

ホテル・旅館

学校・試験研究機関

飲食店

卸・小売業

事務所ビル

34％増

11,440

14,23013,878 14,196

15,28614,823

＊左の棒グラフは、凡例の順番に

 
積み上げている。

ＴＪ/年
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○

 
卸・小売業の延床面積は増加傾向

 （事業所数・従業者数・小売販売額・売場面積の推移）

○事業所数、小売販売額は減少傾向にあるが、従業者数と売場面積は増加傾向になっている。これは、近年、

 
市内への大規模小売店舗の出店が多いことも要因の１つと考えられる。

○売場面積の増加は、照明、冷暖房機、IT機器等の使用を増やし、エネルギー消費量の増加要因の１つと考え

 
られる。

事
業
所
数 従

業
者
数

小売販売額(名目） 売場面積

低炭素
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○

 
民生部門のエネルギー起源二酸化炭素排出量は、電力が家庭・業務部

 門それぞれで第１位

 （民生(家庭・業務）エネルギー起源二酸化炭素排出量の割合（2005年度））

○家庭部門では、電力使用による排出量が45%を占め、灯油・都市ガスの順番になっている。

○業務部門では、電力が72%と高い排出量になっている。次いで重油・都市ガスの順番になっている。

○家庭・業務ともに電力からの排出量の割合が大きい。

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料

ＬＰＧ
5%

灯油
28%

電力
45%

都市ガス

22%

灯油
3%

ＬＰＧ
1%

重油
12%

電力
72%

都市ガス
12%

民生（業務）部門民生（家庭）部門
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○増加要因としては、自動車保有台数の伸びによる、自動車用エネルギー消費量の高い伸びが上げられる。

○2002年度以降の減少要因としては、近年の自動車保有の増加が頭打ち傾向で軽自動車を除き減少に転じ

 
たこと、近年燃費の改善などにより自動車1台当たりエネルギー消費量が前年比マイナスで推移しているこ

 
となどが考えられる。

○

 
運輸部門のエネルギー消費量は、

 
1990年度比32％増加、2002年度以

 降はやや減少傾向

 （運輸部門交通手段別エネルギー消費量）

11,753
17,678 18,125 17,939 17,227 16,711

9,537

13,181 13,687 13,243 12,442 12,1183,516

3,512 3,750 4,038
3,943 4,236

0

5,000

10,000
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20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

1990 1998 2002 2003 2004 2005

地下鉄

鉄道

バス

タクシー

海運

貨物自動車

乗用車

TJ/年

エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
量

26,553

36,193
37,403 37,080

35,482 34,967

年度

32％増

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料

＊左の棒グラフは、判例の順番に

 
積み上げている。
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○

 
乗用車の保有台数は減少傾向で、軽自動車の割合が高まる

 （自動車車種別保有台数の推移）

○近年は、乗用車保有台数が減少傾向なのに対して、軽自動車の保有台数が増加傾向である。

○自動車全体としては、低燃費化な自動車の普及や燃費のよい軽自動車の割合が高まることにより、エネル

 
ギー使用量の抑制に繋がっていると考えられる。

低炭素

366,631

364,088

260,655

66,096 57,326

73,98358,066

79,288

133,992

28,864 39,09938,591
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

19
90

19
98

20
00

20
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20
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20
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20
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台 乗用車 貨物用車両 軽自動車 その他

出典

 

仙台市統計書
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○ 都心3km以遠では自動車依存傾向が強い

 （仙台都心からの距離帯別移動手段構成の変化（Ｓ57，Ｈ４，Ｈ14比較））

○仙台都市圏全体の代表交通手段としては自動車の割合が高く、経年的にもその割合は増加している。な

 
お、平成4年から平成14年の10年間の変化では、仙台都心から3㎞内では自動車比率は微減し鉄道比率

 
が増加しているが、3㎞以遠では依然自動車依存の傾向が強く、全体の中の比率も高くなっている。

低炭素
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○輸送量あたりのエネルギー消費（原単位）は、輸送機関によって大きく異なる。自動車、航空が大きく、船舶、

 
鉄道は小さい。それぞれの特徴に応じた利用が重要である。

○

 
輸送機関によりエネルギー消費は大きく異なる

 （旅客運送手段のＣＯ2排出原単位・貨物輸送手段のＣＯ2排出原単位）

《旅客運送手段のＣＯ2排出原単位》 《貨物輸送手段のＣＯ2排出原単位》

出典

 

中央環境審議会地球環境部会

 

会議資料

低炭素
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◎IPCC 第4次評価報告書

・気候システムの温暖化

・人為起源温室効果ガス（GHG）

の増加

（1970～2004年で70％増）

◎2009年

 
G８ラクイラサミットの方向性

・産業革命以前からの気温上昇

を２℃以内に抑制

・先進国全体でGHG排出量を

2050年まで80％削減

⇒「2050年までに全世界で半減」

は合意できず

○

 
[世界]

 
地球温暖化に対する国際社会の動向

世界の年平均気温は、長期的には100年（1906－2005年）あ

 
たり、0.74℃の割合で上昇している。

低炭素

出典

 

IPCC第４次評価報告書2007
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○

 
[世界]

 
先進各国の中期目標（2020年段階）

○京都議定書の第１約束期間（2008～2012年）に引き続く2013年以降の各国の温室効果ガスの削減量に

 
ついて、2009年にコペンハーゲンで開催される会議（ＣＯＰ15）における合意を目指して各国が中期目標

 
（2020年段階）を発表している。

低炭素

削減量に含

 める
削減量に含

 める
法案審議中削減量に

 含める
削減量に

 含める
排出量取引，

 森林吸収等

 の扱い

2000年2006年2005年1990年1990年基準年

（△10％）（△21％）△14％（△13％）（△30％）2005年比

（△5％）（△３％）（±０）△20％△25％1990年比

豪州カナダ米国EU日本

＊（

 

）内の削減率は当該年度における換算値。
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政権交代による目標の変更

◎中期目標の引上げ

・前政権（2009年6月）

「2005年比で△15％」（1990年比△8％）

※森林吸収や排出量取引を含めず（真水）

・現政権（2009年9月）

「1990年比で△25％」

※森林吸収や排出量取引を含む

○

 
[国内]

 
我が国における温室効果ガス削減の中期目標

低炭素

出典

 

朝日新聞ＨＰ
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○

 
［参考］

 
国の中期排出目標値による、仙台市の温室効果ガス排出量削

 減の試算

低炭素

出典

 

仙台市環境局資料 ＊前政権の削減

目標による試算

＊現政権の削減

目標による試算

5,918
7,296

6,202 4,439

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1990 2005 2020 2020

▲15％

▲1,094千ｔ

▲39％

▲2,857千ｔ

▲25％

▲1,479千ｔ
仙台市1990年ﾚﾍﾞﾙ

仙台市2005年ﾚﾍﾞﾙ

年度

【参考：仙台市にみる温室効果ガス排出量の削減量の試算】(千ﾄﾝCO2／年）

○前政権においては、いわゆる真水分をもとに2020年における削減目標値が設定されているが、「2005年比15%

 
削減」を仙台市に単純にあてはめると、2020年において2005年比で1,094千ｔの削減が必要になる。

○現政権においては、排出量取引や森林吸収等を含む形で2020年における削減目標値が設定されている。

 
「1990年比25％削減」を仙台市に単純にあてはめると、1990年比で1,479千ｔの削減となり、2005年比でみると

 
2,857千ｔ（39％）の削減が必要になる。
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◎目的：高い目標を掲げて先駆的な取り組みにチャレンジする都市を選定し、政府が
その実現を支持することにより、低炭素社会を実現するもの（現在13都市）

モデル都市ほか意欲ある自治体、省庁、関係機関等からなる「低炭素都
市推進協議会」を創設して全国へ水平展開

◎基準・選定：内閣官房地域活性化統合事務局
「地球温暖化問題に関する懇談会（座長：奥田碩

 

トヨタ自動車株式会社取締役相談役、

 
内閣特別顧問）」の下に「環境モデル都市・低炭素社会づくり分科会」を設置

◎選定の経過
・募集期間

 

平成20年4月11日～5月21日

 

→多様な都市・地域から82件（89団体）の応募
・第1次選定

 

平成20年7月22日

 

環境モデル都市６市区町を選定
・第2次選定

 

平成21年１月22日

 

環境モデル都市７市区町を選定

◎環境モデル都市

横浜市，京都市，堺市，北九州市
帯広市，富山市，飯田市，豊田市
下川町，檮原市，水俣市，宮古島市
千代田区

大 都 市

地方中枢都市

小規模市町村

東京都特別区

○

 
[国内]

 
「環境モデル都市」の概要

低炭素
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○

 
[国内]

 
環境モデル都市の取り組み①

 
（大都市・特例区）

低炭素

＊各都市の温室効果ガス削減目標は、国が実施する対策効果を見込んだ目標となっている。このため、国の目

 
標が変更すれば、各区市町の目標値を変更する可能性がある。

横浜市（人口：364万人）
知の共有・選択肢の拡大・行動促進
による市民力発揮で大都市型
ゼロカーボン生活を実現
【温室効果ガス削減目標（2004年比）】

2025年－30％／人以上
2050年－60％／人以上

北九州市（人口：99万人）
アジアの環境フロンティア都市・北九州市
【温室効果ガス削減目標（2005年比）】

2030年－30％、2050年－50～60％
アジアへの支援により150％

京都市（人口：147万人）
歩行者主役のまちづくり，「地域力」を
活かした低炭素化活動
【温室効果ガス削減目標（1990年比）】

2030年－40％、2050年－60％

堺市（人口：84万人）
低炭素型コンビナート形成，低炭素型
ライフスタイル
【温室効果ガス削減目標（2005年比）】

2030年－15％、2050年－60％

千代田区（人口：4.5万人）
省エネ型都市づくり，エネルギー効率向上
【温室効果ガス削減目標（1990年比）】

2020年－25％、2050年－50％

（＊）
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○

 
[国内]

 
環境モデル都市の取り組み②

 
（地方中枢都市・小規模市町村）

低炭素

豊田市（人口：42万人）
先端環境技術活用による街づくり，
エコ・カーライフ
【温室効果ガス削減目標（1990年比）】

2030年－30％、2050年－50％

宮古島市（人口：5.5万人）
サトウキビ等による地産地消型エネルギーシステム
【温室効果ガス削減目標（2005年比）】

2030年－30～40％、2050年－70～80％

下川町（人口：0.4万人）
北の森林共生低炭素モデル社会・下川
【温室効果ガス削減目標（1990年比）】

2030年－32％、2050年－66％

檮原町（人口：0.5万人）
木質バイオマス地域循環モデル
【温室効果ガス削減目標（1990年比）】

2030年－50％、2050年－70％

帯広市（人口：17万人）
田園環境モデル都市・おびひろ
【温室効果ガス削減目標】

2030年－30％、2050年－50％

水俣市（人口：3万人）
循環と経済の調和した持続可能
な小規模自治体モデルの提案
【温室効果ガス削減目標（2005年比）】

2020年－33％、2050年－50％

富山市（人口：42万人）
コンパクトシティ戦略によるCO2削減計画
【温室効果ガス削減目標（2005年比）】

2030年－30％、2050年－50％

飯田市（人口：11万人）
市民参加による自然エネルギー導入，
低炭素街づくり
【温室効果ガス削減目標】

2030年－民生・家庭部門40～50％、
2050年－70％

（＊）

＊各都市の温室効果ガス削減目標は、国が実施する対策効果を見込んだ目標となっている。このため、国の目

 
標が変更すれば、各区市町の目標値を変更する可能性がある。
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○

 
[施策]

 
仙台市の公共施設における太陽光発電システムの導入状況

○環境教育・学習への活用も兼ねて、平成９年度から学校等の公共施設に太陽光発電システムを積極的に

 
導入しており、平成20年度末現在、学校39校（小学校32校、中学校５校、高等学校１校、特別支援学校１

 
校）、市民センター３か所、仙台駅東口駅前広場等４か所の計46か所に設置している。

○公立校への設置数は、政令指定都市の中でもトップである。

公立校太陽光発電装置設置状況
(平成20年度末現在）
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46合計

3その他

1仙台駅東口

3市民ｾﾝﾀｰ

39学校

仙台市太陽光発電装置設置箇所数
（平成20年度末）

出典

 

仙台市環境局資料

低炭素
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新 エ ネ ル ギ ー の 種 類 施 設 数 施 設 名 出 力 数 量 等
平 成 20 年 度 発 電 量

（kW h)

小 ・中 学 校 ・高 等 学 校 等 10 ｋ Ｗ ３ ９校 　 　 ※ １
市 民 セ ン タ ー 10 ｋ Ｗ ３ 施 設 　 　※ ２

向 山 児 童 館 10 ｋ Ｗ

仙 台 駅 東 口 駅 前 広 場 20 ｋ Ｗ
天 文 台  5 ｋ Ｗ
野 村 学 校 給 食 セ ン ター 10 ｋ Ｗ
仙 台 市 体 育 館 集 熱 面 積 57 5 .7 ㎡ 温 水 プ ー ル 給 湯
泉 岳 少 年 自 然 の 家 集 熱 面 積 3 0 .4 ㎡ 野 外 炊 事 活 動

ガ ス 局 庁 舎 50 ｋ Ｗ 3 6,49 1

ガ ス 局 技 術 セ ン ター 6ｋ Ｗ 8,37 5

ガ ス 局 シ ョ ール ーム 5 0 ｋＷ ・ 5 ｋＷ 3 6,35 0

健 康 増 進 セ ン タ ー 50 ｋ Ｗ 2 5 3,76 2

宮 城 野 体 育 館 22 ｋ Ｗ 9 1,22 4

野 村 学 校 給 食 セ ン ター 9.9ｋ Ｗ 1 0,03 5

今 泉 工 場

葛 岡 工 場

松 森 工 場

風 力 発 電 シ ス テ ム 1 泉 岳 少 年 自 然 の 家 10 ｋ Ｗ 自 家 発 電 ―

合 　計 58

3

2

6

給 湯 、 冷 暖 房 、 自 家 発 電 （工 場 内 利 用 ・
売 電 ）
温 水 プ ー ル 他 施 設 へ の 電 気 ・ 蒸 気 ・ 温
水 を供 給

都 市 ガ ス コ ー ジ ェ
ネ レ ー シ ョン に よ る
排 熱 利 用

4 6太 陽 光 発 電 シ ス テ ム 3 5 8,33 5

―太 陽 熱 利 用 温 水 シ ス テ ム

天 然 ガ ス コ ージ ェネ レー シ ョン
（熱 電 併 給 ）

廃 棄 物 エ ネ ル ギ ー
（リ サ イ ク ル エ ネ ル ギ ー ）
（ご み 焼 却 余 熱 利 用 ）

小 学 校 （ 32校 ）

七 北 田 、 原 町 、 上 杉 山 通 、宮 城 野 、旭 丘

中 学 校 （  5 校 ) 台 原 、広 瀬 、富 沢 、柳 生 、中 野

高 等 学 校 等 （ 2校 ） 仙 台 工 業 高 等 学 校 、 鶴 谷 特 別 支 援 学 校

市 民 セ ン タ ー （3 施 設 ） 福 室 、柳 生 、折 立

茂 庭 台 、桂 、中 野 、貝 森 、栗 生、 西山 、沖 野 東 、長 町 南 、北 中 山、 南 吉成 、田 子 、松 陵 西 、高 森 東 、

幸 町 南 、 松 陵 、館 、馬 場 、台 原 、 七 郷 、東 六 郷 、福 岡 、 広 瀬 、柳 生 、木 町 通 、高 砂 、 岩 切 、市 名 坂 、

※ １ ・※ ２ 　　 　　　　 　　　　 　　　 　　　太 陽 光 発 電 シ ス テ ム 　施 設 内 訳 　

○

 
[施策]

 
仙台市の公共施設における新エネルギー等利用施設一覧

低炭素
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○「自然エネルギーの活用」「森林保全などの吸収源対策」「環境にやさしい住まいの普及」「低公害車普及」

 
「公共交通機関の整備・マイカー流入規制」の順となっている。

○［意識］

 
市民が望むＣＯ2 排出量削減策は「自然エネルギーの活用」が第1位

出典

 

市民意識調査（平成20年度環境局実施）

41.6%

37.3%

36.4%

36.2%

32.5%

24.4%

19.3%

19.0%

8.2%

4.7%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自然エネルギーを活用した電力の比率を高める

森林保全や植林の二酸化炭素吸収源対策

太陽熱給湯器などを設置した環境にやさしい住まいの普及

ハイブリッド車や電気自動車などの低公害車を普及させる

中心部の公共交通機関の整備・マイカー流入規制

省エネルギー性能を高めた家電製品を普及させる

企業の温室効果ガス排出権取引制度を本格的な実施

バイオマスエネルギーの利用促進

カーボンフットプリントなどの仕組みの普及

個人を対象としたカーボンオフセットの一般化

その他

【Ｑ：二酸化炭素排出量を減らすために実施したほうがいいと思う施策】

低炭素



40出典

 

朝日新聞（Ｈ21.8.13）

○［事例］

 
低炭素社会における新たな社会インフラ（電気自動車の充電所）

○二酸化炭素を排出しない次世代のエコカーとし

 
て、電気自動車が商品化段階に入った。ただし、

 
普及には車両性能の向上や価格の低下はもと

 
より、充電所という新たなインフラが必須である。

出典

 

河北新報（Ｈ21.8.4）

低炭素



41出典

 

日本経済新聞（Ｈ21.8.5）

○［事例］

 
新たな省エネ型製品の商品化が進みつつある（LED照明の例）

○エネルギー消費を大幅に抑制した製

 
品が、価格の低下に伴い急速に市場

 
に入りつつある。特にLED照明はこれ

 
からの急速な市場拡大が見込まれる

 
省エネ型商品であり、地元企業による

 
商品化の例もある。

出典

 

河北新報（Ｈ21.7.8）

低炭素
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○

 
ごみ総量は、漸減傾向

（ごみ総量及び人口の推移）

○ごみ総量は、平成12年度をピークに漸減傾向。

○平成20年度のごみ総量は、平成11年度比で約7.7万トン（約16.5%）減少した。
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出典

 

仙台市環境局資料

資源循環
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平成22年度
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○

 
ごみ処理基本計画（平成11年3月策定）の基本目標は達成する見込み

 （一人一日当たりのごみ排出量・リサイクル率の推移）

出典

 

仙台市環境局資料

○プラスチック製容器包装の分別収集や家庭ごみ等有料化の実施などのごみ減量・リサイクル推進施策に対

 
する市民の協力により、市民一人一日当たりのごみ排出量は減少、リサイクル率は上昇。

資源循環
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家庭ごみ排出量の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H19.10～H20.9 H20.10～H21.9

○

 
家庭ごみ等有料化導入（平成20年10月）により、家庭ごみ排出量が減少

（有料化後の家庭ごみ排出量の推移）

○平成20年10月より「家庭ごみ等の有料化」と「紙類定期回収」を導入した結果、前年同期比で家庭ごみ量

 
は約4.4万トン（約19.5％）減少し、紙類定期回収量は約1.0万トンであった。

○家庭ごみの中にはリサイクルできる紙が25％含まれており、更なる資源分別の徹底が課題。

出典

 

仙台市環境局資料
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○

 
[施策]

 
ごみ減量・リサイクル推進への取り組み（平成11年度～）

平成11（1999）年：仙台市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画改定

「100万人のごみ減量大作戦」展開

平成12（2000）年：家庭用電気式生ごみ処理機の購入費補助事業開始

平成13（2001）年：粗大ごみ有料化、資源物店頭回収事業

紙類拠点回収事業

 
開始、ごみ処分手数料改定

平成14（2002）年：プラスチック製容器包装分別収集

 
全市拡大

「ワケルくん」登場

平成15（2003）年：ごみ処分手数料改定、事業系紙類回収庫の設置事業開始

平成16（2004）年：食器洗浄車「ワケルモービル」貸出開始

乾燥生ごみと野菜の交換事業

 
全市拡大

平成17（2005）年：再生可能紙類の搬入禁止、紙類回収ステーション事業

 
開始

平成19（2007）年：レジ袋の有償提供による削減に向けた取組協定

 
締結

平成20（2008）年：家庭ごみ等の有料化、紙類定期回収

 
開始

平成21（2009）年：レジ袋の有償提供による削減に向けた取組

 
全市拡大

（平成21年3月現在

 
78店舗）

○ 平成11年度から「100万人のごみ減量大作戦」を展開するなど、各事業を実施してきた。

資源循環
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○［事例］

 
市民・事業者・行政の協働によるレジ袋の削減に向けた取り組み

○使い捨ての象徴であるレジ袋の削減について、懇談会やシンポジウムなどを通して、市民・事業者・行政

 
が自由な意見交換を行ったところ、懇談会に参加する事業者からレジ袋有償提供に取り組むことが平成

 
19年に表明され、3者でレジ袋削減に関する協定を締結した。現在は市内全域の約70店舗でレジ袋有償

 
提供が行われている。

○平成20年に仙台にゆかりのあるアーティストの協力のもと、アーティストがデザインなどしたマイバッグを市

 
民団体・事業者・行政が連携して配布を行った。また、レジ袋を断るなど買い物シーンで3Rの実践を促す

 
3R推進キャンペーンを3者の協働により実施した。

資源循環
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出典

 

河北新報（H21.9.1）

○［事例］

 
乾燥生ごみと野菜などの交換による地域資源循環

○平成20年度に家庭用電気式生ごみ処理機の補助制度の拡充や市民センターなどの回収拠点の拡大によ

 
り、地元農家の野菜やポイントカードと交換された乾燥生ごみの量は平成19年度比で約4倍に増えた。回収

 
された乾燥生ごみは、市内農家などで堆肥化され、野菜づくりに活用されている。
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出典

 

仙台市環境局資料

生ごみ堆肥化容器と家庭用電気式生ごみ処理機の購入補助数

資源循環
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○［施策］

 
「都市成長の適正な管理」のための条例・計画等の整備状況（Ｈ10～）

平成10（1998）年：仙台21プラン（仙台市基本計画）

（杜の都環境プランの理念と方向性を踏襲）

仙台グリーンプラン21（緑の基本計画）

環境影響評価条例

（開発事業等に対する環境面からの調整システム）

平成11（1999）年：都市計画の方針（都市計画マスタープラン）

（集約型の市街地形成への転換）

平成13（2001）年：東西線沿線まちづくり基本方針

（公共交通中心の移動環境の実現等）

平成14（2002）年：仙台市農業基本計画

 
（平成19（2007）年

 
見直し）

平成16（2004）年：杜の都の風土を守る土地利用調整条例

（郊外部の適正な土地利用の誘導を図る）

○現在の杜の都環境プランでは、都市の成長に伴う開発圧力等から環境等に与える負荷を低減させ、都市

 
の成長と環境とのバランスを取るための「都市成長の適正な管理」を考え方の第一に掲げた。

○計画策定（Ｈ9）以降、この考え方を反映した形で、以下をはじめとする計画、条例等が策定、制定された。

自然共生
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○［施策］

 
「都市成長の適正な管理」のための条例の運用状況

◆仙台市環境影響評価条例施行後の運用状況

大年寺山テレビ放送所送信鉄塔建設事業 東北大学青葉山新キャンパス整備事業

ＮＴＴDoCoMo東北ビル(仮称)建築工事 仙台一番町プロジェクト

都市計画道路川内旗立線整備事業 仙台市荒井東土地区画整理事業（仮称）

主要地方道仙台南環状線整備事業 仙台市新墓園建設事業（第２期）

仙台茂庭土地区画整理事業（仮称）

◆仙台市杜の都の風土を守る土地利用調整条例施行後の運用状況

年 度 開発事業の名称 提 出 件 数

平成１７年度 仙台市若林区上飯田字天神地区宅地造成事業 他４件

平成１８年度 （仮称）広瀬第二小学校建設事業 他１２件

平成１９年度 （仮称）リーフ鶴ケ谷特別養護老人ホーム整備事業 他６件

平成２０年度 秋保馬場IMT基地局建物設備工事（建物） 他４件

自然共生



50出典

 

百年の杜推進課資料

（平成21年4月1日）

○［施策］

 
緑の保全状況（各種制度と保全の状況）

○環境保全や開発関係の法令の整備により、市域の約半分が保有すべき地域として指定されるなど、面的

 
な保護・保全の制度の整備が充実した。

自然共生

区分 名　　称 根　拠　法　令　等  面積（ha） 　　　備　　考

都市公園 都市公園法 1,274.4 1,563ヶ所

国指定史跡陸奥国分寺（指定面積9.15ha）

公有地事業面積6.64ha　うち取得分60,188㎡

墓園 地方自治法 370.7 北山，葛岡，泉
その他の施設 33.8 太白山自然観察の森　29.5ha、秋保大滝植物園　4.3ha

    小　　　　　　計　（A） 1,684.9

風致地区 都市計画法 270.9 大年寺風致地区(67.2ha)、八木山風致地区(93.9ha) 外６地区

特別緑地保全地区 都市緑地法 81.0 １地区　蕃山

保安林 森林法 21,990.9 民有保安林3,693.0ha、国有保安林18,297.9ha

天然記念物 文化財保護法 38.5 青葉山（東北大学植物園）

仙台湾海浜，太白山

太白山自然観察の森との重複（651.2ha－29.5ha）

緑地環境保全地域 県自然環境保全条例 3,936.0 蕃山・斎勝沼、県民の森、権現森等

国定公園 自然公園法 2,675.0 蔵王国定公園

二口渓谷9,225.7ha（秋保大滝植物園との重複分4.3haを除いた面積）

船形連峰16,938ha
保存緑地 杜の都の環境をつくる条例 662.2 指定箇所数46ヶ所

特別環境保全区域 広瀬川の清流を守る条例 263.0

経ヶ峰伊達家墓所7.84ha

経ヶ峰公園との重複(7.84ha－6.54ha)

指定面積 計 56,704.2 うち複数制度による重複指定延面積19,315.7ha

重複指定面積を除いた実面積

56,704.2－19,315.7＝37,388.5ha

39,073.4       合　　　　　　計　　（A）＋（B）

天然記念物

26,163.7

1.3

621.7

県立自然公園

仙台市文化財保護条例

37,388.5

営
造
物
の
緑

史跡地 6.0文化財保護法

県自然環境保全条例

県立自然公園条例

県自然環境保全地域

地
域
制
の
緑

     小　　　計　（B）
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○

 
緑被率は大都市中トップクラス

 （緑被率の政令市比較）

○樹林地・草地・農耕地などの割合である緑被率は、主な政令指定都市の中でも仙台市はトップクラスとなっ

ている。

出典

 

総合計画課

 

「指標から見た仙台市-政令市比較編－Ｈ20．10」より環境企画課作成）
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○

 
農用地の減少と宅地の増加が進んだ

 （利用区分別土地利用面積の推移）

○ 平成5年度をゼロとした場合の利用区分別面積の増減割合をみると、宅地面積は増加しており、農用地

 
面積は減少している。森林面積は、おおむね維持されている。

出典

 

仙台市統計書

自然共生
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○

 
[参考]

 
県内の森林資源のストック化が進んでいる

 （県内の森林資源の増加状況（民有林））

○近年の林業をとりまく状況として、安価な外国産材の輸入等による価格の低迷から採算性が合わず、伐採

 
が進まない森林資源のストック化が進んでいることが懸念される。

出典

 

宮城県

 

新世紀みやぎ森林・林業ビジョン（2000年）

自然共生
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○

 
身近な生き物の認識度は低下している

 （生き物認識度調査結果の推移（S49、H6、H13））

○平成13年度の調査では、下記の調査対象のうち、平成６年度に比べて、わずかに認識度が上がったセミ、

 
カブトムシ、クワガタムシを除くすべての生き物で認識度が低下。特に、チョウの仲間の低下幅が大きくなっ

 
ている。自然と生き物に触れ合う機会を創ることが重要である。

出典

 

仙台市環境局資料
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自然共生

出典

 

仙台市環境局資料
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○

 
［事例］

 
仙台市の自然環境についての情報提供の充実

○仙台市では、地域における動植

 
物などについて自然環境基礎調

 
査を実施してきた。その調査や研

 
究によって蓄積された情報を基に

 
して、生物多様性の観点から市内

 
での生息状況や絶滅や危惧され

 
ている等の種などについての内

 
容を「生きものDB」として、市の

 
ホームページで公開している。

仙台市の植生図

出典

 

仙台市環境局資料

自然共生
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○

 
野生動物による農作物被害が増えている

 （野生鳥獣による農作物被害額の推移）

○平成19年度より、イノシシの被害が拡大している。これは、イノシシの生息域が、地球温暖化の影響で北上

 
し、仙台地域での生息数が増えたことも原因の１つとなっている。

○近年、クマ、サル、イノシシ等による農作物等への被害が、中山間地域を中心に深刻化している。これは、

 
エサとなる木の実の減少、耕作放棄地の増加などにより、野生動物が人里に出没しやすい環境になってき

 
たことなどが考えられる。

出典

 

仙台市環境局資料

自然共生
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河北新報夕刊（Ｈ21.8.7）

○［事例］

 
市民の連携により鳥獣被害を防ぐ

 （市民ボランティアによるイノシシ防護柵の設置）

○イノシシなどによる農作物への食害等の被害には、

 
地域による地道な対応が必要不可欠であるが、被

 
害地域の高齢化により、農業の担い手が不足し、対

 
応が容易ではなくなった。

こうした中、市民有志が人手を要する防護柵の設

 
置に協力し、イノシシ防除対策として効果があがった

 
事例もある。ボランティアには地元の農産物が贈ら

 
れ、交流の機会ともなった。

2000年ごろ仙台市西南

 
部でイノシシの食害等の被

 
害が確認されはじめた。

近年は、被害が急増し、さ

 
らに出没範囲が広がり、平

 
成20年度の被害額は昨年

 
度の約２倍になった。生息

 
数が増えたのが原因とみら

 
れている。

自然共生
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○

 
一人当たりの都市公園面積は横ばい傾向

 （一人当たりの都市公園面積の推移）

○都市公園面積は、ここ５年間で約290 ha 増加しているが、市民一人当たりの都市公園面積は、現行計画

 
の目標値（20㎡）の達成は難しい状況にある。

出典

 

仙台市の環境（平成20年度実績報告書）

自然共生
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○

 
一人当たりの都市公園面積は、政令指定都市中第2位

 （一人当たりの都市公園面積の政令市比較）

○市民一人当たりの都市公園面積は、政令指定都市の中では、神戸市に次ぎ二番目の広さとなっている。
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仙台市の環境（平成20年度実績報告書）
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歴史的・文化的な雰囲気

満足している やや満足している どちらともいえない やや不満だ 不満だ 無回答

○周辺環境の満足度について聞いた結果、「空気のきれいさ」や「まちの静けさ」、「身近な緑の豊かさ」につ

 
いて70％近くが、「満足している」もしくは「やや満足している」と回答している。一方、「川や水辺のきれい

 
さ」が30％近くと満足度が最も少なく、「身近な自然や動植物とのふれあい」、「景色や街並みの美しさ」、

 
「歴史的・文化的な雰囲気」も50％を下回っている。

○［意識］

 
「空気」「静けさ」「緑」への市民の満足度が高い。「水辺環境」「自

 然とのふれあい」等には、課題も

出典

 

市民意識調査（平成20年度環境局実施）

【Ｑ．周辺環境の満足度】

自然共生
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○

 
大気質に関する環境基準はほぼ達成

 （測定局・測定項目ごとの環境基準達成状況

 

H20）

○：環境基準を達成した項目、×：環境基準が非達成の項目、空欄：測定していない項目

○仙台市の大気環境は、光化学オキシダント以外の項目は全て測定局で環境基準を達成し、良好な環境を維

 持している。

出典

 

仙台市環境局資料

環境質

種
別

測　定　局
名　　　称

測　定　局　設　置　場　所
二酸化
いおう

二酸化
窒素

浮遊粒子
状物質

光化学
ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ

一酸化
炭素

中    山 仙台市立中山中学校 ○ ○ ○ ×

岩    切 岩切証明発行センター ○ ×

鶴    谷 仙台市立鶴谷小学校 ○ ○ ×

中   野 仙台市立中野小学校 ○ ○ ○ ×

高    砂 仙台市立福室小学校 ○ ○ ×

榴    岡 仙台市榴岡公園 ○ ○ ○ ×

七    郷 仙台市立七郷小学校 ○ ○ ×

長    町 仙台市立東長町小学校 ○ ○ ×

山    田 仙台市立山田中学校 ○ ○ ×

泉 仙台市立七北田小学校 ○ ○ ×

宮　　城 仙台市立広瀬小学校 ○ ○ ×

木    町 仙台市立木町通小学校 ○ ○

苦    竹 国道４５号線坂下交差点 ○ ○ ○

五    橋 仙台市立病院 ○ ○ 　

将　　監 泉消防署 ○ ○ ○

長　　命 北環状線長命ヶ丘東交差点 ○ ○

測　定　項　目

一
般
環
境
大
気
測
定
局

測　　定　　地　　点

自
動
車
排
出

ガ
ス
測
定
局
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○

 
大気質に関する環境基準は年平均値も良好に推移

 （測定項目ごとの年平均値の推移）

○大気中の二酸化いおう、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素濃度について年平均値でみると、それ

 ぞれおおむね横ばいまたは微減傾向で推移している。
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二酸化いおう年平均値の推移
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出典

 

仙台市環境局資料

環境質
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○

 
光化学オキシダントの環境基準は未達成

 （光化学オキシダント測定結果（H20)）

出典

 

仙台市の環境（平成20年度実績報告書）
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宮城
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長町

○

 

一般環境大気測定局11局のすべてで環境基準が未達成。仙台市では平成13年度以降光化学オキシダ

 
ント注意報は発令されていない。

○光化学オキシダントの生成要因については、中国大陸からの原因物質の流入等も考えられ、全国的にも

 
達成率は極めて低い状況にある。
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＊一般環境大気測定局の平均値

 

（平成19年度）
出典

 

仙台市環境局資料

○

 
仙台市の大気環境の質は大都市中トップクラス

（二酸化窒素濃度の都市間比較（Ｈ１９））

○大気中の二酸化窒素濃度は、政令指定都市の中で、新潟市、浜松市について良好な状況を維持している。

環境質
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○

 
自動車保有台数は近年やや減少

 （自動車保有台数と伸び率の推移）

○仙台市街地が外延的な発展を続ける中で、自動車交通への依存を高め、自動車保有台数も増加を続けて

 
きたが、近年自動車保有台数の総数は横ばいないし減少傾向となっている。

出典

 

東北運輸局資料
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○仙台市役所が保有する自動車（企業部局も含む）に占める低公害車等の割合は、天然ガス自動車やアイ

 
ドリングストップバスなどの導入が着実に進んだ結果、年々増加している。

○［施策］

 
市役所公用車の低公害車・低公害型車両導入割合

 （市役所公用車の低公害車・低公害型車両の導入割合）

出典

 

仙台市環境局資料
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＊自動車保有台数は、市長部局と企業局を含む。

＊低公害車には、ハイブリッド車、天然ガス自動車、電気自動車に加え、メタノール車、低燃費かつ低排出ガス認定者（ガソリン車）が含まれる。

＊低公害型車両は、低公害車に掲げた自動車を除く自動車で、認定実施要領の基準に適合する自動車となっている。

低公害車
16.6％

低公害型
車両

26.0％

低公害車
等以外
57.4％
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○

 
河川の水質は改善が進み、近年は概ね良好で推移

 （各河川におけるBODの経年変化(Ｓ47～Ｈ20））

○河川は経年的にも下水道の整備や合併浄化槽の普及による成果と考えられる水質の改善が進んでおり、

 
河川の全ての水域で環境基準を達成している。一方、大倉ダム及び七北田ダム、仙台港地先海域の一部

 
については環境基準を達成していない。
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出典

 

仙台市の環境（平成20年度実績報告書）

環境質
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○

 
広瀬川の水質は大都市河川中トップクラス

（河川水質の都市間比較(Ｈ19））

出典

 

仙台市環境局資料

○仙台市の河川の水質を主な都市のそれと比べると、遜色のない水質であるが、とくに広瀬川については高

 
い水質となっている。

BOD(mｌ/ｌ）

環境質
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平成7（1995）年：クリーンせんだい推進員制度

 
［ごみ減量・リサイクル］

平成12（2000）年：まち美化ネットワーク

 
［まち美化］

平成13（2001）年：アメニティせんだい推進協議会

 
［ごみ減量・リサイクル］

平成14（2002）年：仙台市地球温暖化対策推進協議会

 
［地球温暖化対策］

→（平成16（2004）年：仙台市より独立した組織として発足）

平成15（2003）年：みちのく環境管理規格認証機構

 
［地域版環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ］

→（平成19（2007）年：NPO法人に事業移管）

平成16（2004）年：杜の都の市民環境教育・学習推進会議（FEEL

 
Sendai）

［環境教育］

○市民･事業者・行政相互の連携・協力のための様々な推進母体が設立された。

○単なる会議体としてではなく、普及啓発や実施行動の主体としての役割を狙って活動している。

○［施策］

 
市民、事業者との連携・協力体制の整備状況

 
（Ｈ７～）

環境づくりを支える仕組み
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○市民・NPO等と行政の協働組織であるFEEL Sendai（杜の都の市民環境教育・学習推進会議）を中心に、

 
学校向けの学習プログラムを開発したり、市民・環境活動団体等とともにイベントを行っている。

○

 
[施策]

 
仙台市の環境教育・学習【１】

 
～「ＦＥＥＬ

 
Ｓｅｎｄａｉ」の活動～



 

環境教育・学習プランの提案を受け、平成１６年５月設立。


 

市民、NPO、学校、事業者、市などで構成。



 

環境教育・学習を推進することにより、１００万市民が環境に配慮した行動をとる人となることを目的

 
とし、市民が環境教育・学習に参画する機会を創出している。

ＦＥＥＬ

 
Ｓｅｎｄａｉ（杜の都の市民環境教育・学習推進会議）

 
とは・・・

ＦＥＥＬ

 
Ｓｅｎｄａｉの主な活動

①

 

杜々かんきょうレスキュー隊

 

（環境学習プログラム整備事業）〔H15～〕

市内の自然環境や地域環境を生かした環境学習プログラムを作成、講座を実施。

② せんだいエコ･チャレンジ〔Ｈ13～〕

気軽に取り組みながら、環境に配慮したライフスタイルへと転換を図ることができる、家庭における

 
環境マネジメントシステム。

③

 

環境フォーラムせんだい

環境問題に普段関心がなくても、気軽に参加し、楽しみながら環境問題や環境配慮行動への理解

 
を深められる機会を提供。平成20年度は、約1,100人が参加。

④

 

環境イベント等や環境学習事業など役立つ環境情報をホームページや冊子等で提供・発信

⑤

 

ＥＳＤ／ＲＣＥ地域普及啓発事業

・市民フォーラムの開催や啓発用印刷物の作成・配布等を実施。

・平成１７年６月、国連大学により、仙台広域圏（仙台市・気仙沼市・旧田尻町）として、世界の他

の６つの地域とともに、初めてRCE （ESDを推進するための地域拠点）に認定された。

※ESD（持続可能な開発のための教育）

 

Education for Sustainable Development
持続可能な社会の実現を目指し、私たち一人ひとりが、世界の人々や将来世代、また環境との関係性の中で生きていることを認識し、よりよ

い社会づくりに参画するための力を育む教育のこと。国連大学が推奨しているプロジェクトである。ESDの10年：2005（H17）年～2014（H26）年

環境づくりを支える仕組み
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①

 

環境の日・環境月間啓発事業
環境基本法で定めた環境の日（6月5日）のある環境月間にイベント実施。

②

 

かんきょうチャレンジコンクール
小・中学生から「かべ新聞」・「ポスター」を、15歳以上の市民から「写真」を募集し、表彰。

③

 

環境教育授業支援
仙台市内の保育所、小中学校、高校が、環境に関する授業等にゲストティーチャーを招く際に、一部を負担。

④

 

市民環境講座
市民センターが「杜々かんきょうレスキュー隊」のプログラム等の環境学習に関する講座を実施する際に、一部を
負担。

⑤

 

こどもエコクラブ
こどもが誰でも参加できる環境活動クラブ（環境省主催）。市を通じて学校等に参加を呼びかけ。

⑥

 

SENDAIちょCO2とダイエットキャンペーン
パソコンや携帯電話のWeb上で楽しみながら気軽にＣＯ2削減行動に取り組めるキャンペーン。ＣＯ2削減量や節約金額が
「見える」システムで、ポイントを集めて記念品と交換できる。地球温暖化防止月間（12月）に実施。

⑦

 

グリーン購入推進（せんだいグリーン文具推奨制度）
学用品である鉛筆やノートなど16品目を市独自の環境配慮基準を満たした文具を「せんだいグリーン文具」とし、教育委員会
と保護者へ情報提供。

⑧

 

杜の都のエコ･スクール
学校版ISOとして、仙台市教育委員会が策定し、全ての小・中学校を認証している。児童生徒が、各学校における３R活動や
省エネ活動、地域の清掃活動などの環境活動に取り組んでいる。

⑨

 

子供環境実践発表会
各学校で行っている「杜の都のエコ・スクール」やその他の環境実践活動等の発表や情報交換を行う。

○

 
[施策]

 
仙台市の環境教育・学習【２】

 
～市や学校の主な事業～

○環境教育・学習を先導していく人材の発掘・育成や体験学習の場と連続した学習機会の提供、拠点施設の

 
充実。情報の共有化と有効活用、環境に関する連携や交流の促進などを行っている。

環境づくりを支える仕組み
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○

 
[施策]

 
環境配慮型店舗・事業所（エコにこショップ・オフィス）の認定

○平成12年度から、環境に配慮し、ごみの減量やリサイクルの推進に積極的に取り組んでいる小売店舗を

 
エコにこショップ（環境配慮型店舗）として、認定。（平成21年３月現在325店舗）

○平成17年度からは、事業所もエコにこオフィス（環境配慮型事務所）として、認定。（平成21年３月現在285 
事業所）

環境配慮型店舗・事業所　　認定店舗・事業所数

65

96 100 107 106 114

195

121

326 325

80

279 285

0

50

100

150

200

250

300

350

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
年度

件数

環境配慮型店舗（エコにこショップ）

環境配慮型事業所（エコにこオフィス）

出典

 

仙台市環境局資料
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平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

認証取得 補助金交付件数

○ [施策] みちのくEMS認証登録補助

○「みちのくEMS」は、比較的容易に取り組める地域版の環境マネジメントシステム（EMS)として、（平成15年

 
12月に開始。

○平成18年度には、認証登録事業及び事務局運営をＮＰＯ法人環境会議所東北に移管し、他の地域版ＥＭ

 
Ｓ（エコアクション21（環境省）及びＫＥＳ（京都市））との相互認証を推進するなど、事業運営を見直し。（平

 
成20年度末で75事業所が認証登録）認証登録に必要な経費の一部を補助する制度を創設。平成20年度

 
は市内事業者６件の申請に対して交付決定を行った。

出典

 

仙台市環境局資料

みちのくEMS認証取得数・補助金交付件数の推移

環境づくりを支える仕組み
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○［事例］

 
「緑のカーテン」で環境学習

 （市内小学校における取り組み）

○仙台市立北六番丁小学校では、環境教育・学習の一環としてゴーヤを栽培し、「緑のカーテン」づくりに取り

 
組んでいる。児童たちはこの取り組みを通じて、ゴーヤの収穫を楽しんだり、

 

緑のカーテンによる日陰や

 
蒸散作用が環境にもたらす効果などを学ぶ機会となった。

出典

 

仙台市立北六番丁小学校ＨＰ

平成21年度かんきょうチャレンジコ

 
ンクールかべ新聞部門応募作品

仙台市立北六番丁小学校
「ゴーヤでCO2

 

ストップ研究所」

出典

 

仙台市環境局提供

環境づくりを支える仕組み
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○［事例］

 
ポイント制度の活用

 （CO2削減バンク（京都））

京都府民

京都環境行動促進協議会

省エネ行動による

CO2削減量

新エネルギー導入等

によるCO2削減量

京都企業（約３０社）
新エネルギー

設備販売企業 等

京都

協力店

etc

環境促進行動

電気、ガスの
年間削減量

等

・太陽光発電

等の導入

ポイント

原資
その他

還元メニュー
CO2削減バンク（仮称）の運用

ポイント付与

JCB全国型還元メニュー

商品購入等

削
減
量
申
告

全国エコポイント

運用会社（ＪＣＢ）

原
資
還
元

原
資
提
供

約600万円

運用会社（JCB）

ポイント付製品購入

0.2㎏-CO2＝1pt＝1円

省エネ製品購入

3,000世帯 年間約1,200t-
CO2

地域で

お買い物

（KICS等）

クレジットカード

環境配慮

アピール ポ
イ
ン
ト

活
用

特定非営利活動法人

京都地球温暖化防止府民会議

○｢京都CO2 の削減バンク」は、家庭での省エネ・新エネルギーの取組みに応じて、店舗や公共交通機関で利用

 
できる地域型のエコポイントを取得することができる制度。家庭での取り組みを促進するとともに、エコポイン

 
トの原資を企業から調達し、企業のカーボンオフセットやＣＳＲ（企業の社会的責任）活動の取組みを促す。

出典

 

環境省資料

環境づくりを支える仕組み
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高知県高知県間伐材
利用委託

＜間伐等＞

未利用林地残材
（伐倒されたまま森

 
林に放置された木）

＜トラックによる搬出＞＜破砕処理＞

木質チップ化等

＜ボイラーでの利用＞

オフセット・クレジット（J-VER)制度に基づく申請 クレジット資金

化石燃料から木質バイオマス

 
への燃料代替による温室効

 
果ガス排出量の削減

J-VER認証

○カーボン･オフセットとは、自らの温室効果ガスの排出量を認識し削減努力を行うとともに、削減が困難な部分に

 
ついて、他の場所で実現した排出削減・吸収活動等により、その排出量の全部又は一部を埋め合わせること。

○環境省で、国内排出量取引のためのクレジット認証制度であるJ-VERを立ち上げ、プロジェクトを認証している。

 
自治体や企業等の連携により、森林吸収源の利用、間伐材の木質バイオマスとしての利用等を進め、それを環

 
境先進企業等が購入することで、社会的経済的な仕組みとしてCO2の削減の促進を図ることとしている。

○［事例］

 
カーボン・オフセットの取り組み

（オフセット・クレジット制度（環境省）による高知県の事例）

出典

 

環境省資料
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○

 
［事例］カーボンフットプリント制度－「CO2の見える化」の仕組みづくり

 （経済産業省）

出典

 

経済産業省HP

○カーボンフットプリントとは、商品･サービス等のライフサイクルの各過程で排出された温室効果ガスの量を

 
CO2に換算して表示すること。事業者にとっては効率的にCO2削減をすすめて競争力を高めることができ、

 
消費者にとっては信頼できる情報を商品選択に役立て、CO2削減の取り組みができる。

○平成21年3月に「カーボンフットプリント制度」の基本ルールが決定し、平成21年6月から経済産業省で、

 
「カーボンフットプリント算定・表示試行事業」を開始している。

環境づくりを支える仕組み



78



 

市民出資による市民風車「わんず」建設



 

鯵ヶ沢マッチングファンド
５０万（出資者からの寄付）+５０万（青森グ

 
リーンファンドからの寄付）+５０万（町からの

 
寄付）＝１５０万円マッチングファンド市民風

 
車の配当金の寄付



 

あおもりの「安全、安心、おいしい」産品の開

 
発＆市民風車ブランドの創出

企業組合「あっぷるぴゅあ」と連携して、りんご、

 
りんごジュースや青森特産の毛豆「風丸」

 
（毛のはえた枝豆）等を出資者に対して販売。

◎一石４鳥のプロジェクト！

自然エネルギー普及（地球温暖化防止）
地域環境保全活動支援
地域農業支援
都市と田園地域の交流

配当市民

 
出資

環境保全活動への基金

青森グリーンファンド

地域の環境活

 
動への寄付

青森の特産物の販売

地域の農業へ

 
の貢献

○市民出資による風力発電所の設置にあわせ、地域からの寄付によりファンドを立ち上げ、配当金の環境活動

 
への寄付や、企業組合と連携し特産品を出資者に安く販売することなどのプロジェクトを立ち上げ。

○こうした社会・経済的な「仕組み」を作ることにより、自然エネルギー普及、環境活動の促進、地域農業の支援、

 
都市と田園地域の交流などの複合的な効果が期待される。

○［事例］

 
地域農業と環境活動を支える市民風車

（市民風車とマッチングファンド）

環境づくりを支える仕組み

出典

 

環境省資料
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○［意識］

 
「消費行動」「省エネ」への市民の意識は向上している

【Q：日常生活における環境配慮行動について～常にしていると回答した人の割合～（前回調査との比較）】

○前回調査（平成７年度）と比較すると、消費行動・省エネ等について、全体として大きく環境に対する意識が

 
向上したといえる。

出典

 

市民意識調査（平成20年度環境局実施）

52.7

20.5

19.1

54.3

6.6

7.7

14.9

5.6

9.4

23.3

11.9

60.3

28.0

38.8

85.5

49.9

18.6

26.5

10.1

65.9

32.4

24.7

0 20 40 60 80 100

不要な照明、使っていない部屋の照明をこまめに消す

風呂の追い炊きはできるだけしないようにする

テレビ、エアコンなどの家電製品を買い替える時は省エネタイプを選ぶ

空き缶、空きビン、ペットボトルは分別して収集に出す

買い物にはマイバックなどを持参し、レジ袋はもらわない

過剰包装した製品は買わないようにする

紙コップ、割りばしなどの使い捨て商品を買わないようにする

エコマークつき商品やグリーン商品を選んで購入する

シャンプーなどは詰め替えできる製品を選び、容器は繰り返し使う

トイレットペーパーやティッシュペーパーは再生紙の物を購入する

車を購入する際は、環境にやさしいものを選ぶ

%

前回調査（平成7年度） 今回調査（平成20年度）

環境づくりを支える仕組み
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23.7%

24.2%

26.0%

34.8%

12.6%

3.7%

11.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境に配慮した行動にはお金がかかるから

環境に配慮した行動には時間がかかるから

環境に配慮した行動には
手間がかかるから・面倒であるから

どのような行動を行ったらよいか
わからないから・知らないから

自分だけ実施しても効果がないから

環境に配慮した行動を行う必要を感じないから

その他

○［意識］

 
環境に配慮した行動を行っていないのは、「わからないから」「手

 間がかかるから」

○一般市民より若い中学生は、「知らないから」「面倒だから」「効果がないから」という理由が多く、環境教育

 
について必要性が感じられる。一般市民でも「知らないから」の理由が一番多く、ほかに「お金がかかるか

 
ら」のも高割合を占めている。

出典

 

市民意識調査（平成20年度環境局実施）

【Q：環境に配慮した行動を行っていない理由】

環境づくりを支える仕組み
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○［意識］

 
市民の7割弱が、環境と経済の好循環、両立に期待

○「環境対策を経済成長に活用する」で、「そう思う」「どちらかというとそう思う」の合計が

 

68.9％でもっとも

 
多く、「経済成長より環境保全を優先させるべき」との項目も48.6％となっている。

出典

 

市民意識調査（平成20年度環境局実施）

32.0

13.6

3.9

9.9

5.9

26.9

36.9

32.2

14.6

33.8

28.4

34.9

17.5

34.5

36.0

31.2

38.9

4.7

5.4

14.0

8.2

9.0

4.6

20.4

6.7

6.7

21.7

1.8 1.1

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経済成長をある程度抑えても環境保全を優先させるべきである

環境対策を経済成長に積極的に活用していくべきである

環境保全のためには、自らの生活の豊かさや便利さを我慢してもよい

環境保全のために、今よりも多く税金を払ってもよい

環境にやさしい製品であれば、多少価格が高くても買う

環境保全のために、自分の時間をあててもよい

そう思う どちらかというと、そう思う どちらともいえない どちらかというと、そう思わない そう思わない 無回答

【Q：環境保全の考え方について】

環境づくりを支える仕組み
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○［意識］

 
環境保全活動を通じて、他団体とのネットワークが生まれる

○環境団体活動へのヒアリングでは、団体活動の人を通じての社会的影響で最も多いのは、他団体とのネッ

 
トワークの構築で68.0%となっている。次いで、会員や参加者の地域社会への愛着が40.0%、行政との連

 
携推進、および

 

政策提言による新たな施策の実現がそれぞれ36.0%となっている。

28.0%

36.0%

68.0%

40.0%

36.0%

12.0%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１　他地域で同じような活動を誘発した（7）

２　行政との連携を推進する役割を果たした（9）

３　他団体との間に新たなネットワークが生まれ
た（17）

４　会員や参加者が地域社会への愛着を持った
（10）

５　政策提言が取り入れられ、新たな施策が生ま
れた（9）

６　その他（3）

無回答（0）

（Ｎ＝25）

出典：環境活動団体ヒアリング調査（平成19年度環境局実施）

【Q：環境団体活動の社会的影響について】

環境づくりを支える仕組み
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２　情報発信が
うまくいかない

(11) 44%

３　情報機器・
ノウハウの

不足 (5) 20%

１　必要な情報が
得られない (1) 4%

４　その他 (8) 32%

（Ｎ＝25）

１　活動の停滞
(11) 44%

4　その他 (6) 24%

３　活動ノウハウ
の不足 (2) 8%

２　社会的認知の
低さ (6) 24%

（Ｎ＝25）

４　その他
 (3) 12%

１　会員数が
少ない (1) 4%

３　特定の会員に
責任や負担が
集中 (9) 36%

２　若い会員・
新規会員が

少ない (12) 48%

（Ｎ＝25）

１　通常の活動
のための

資金調達 (12)
48%

３　資金管理や
会計に関する
こと (3) 12%

２　活動の発
展・拡大のため

の
資金調達 (6)

24%

４　その他 (4)
16%

（Ｎ＝25）

○活動面の問題点：「活動の停滞」44.0%、「社会的認知の低さ」24.0%
○組織・人材面の問題点：「若い会員・新規会員の少なさ」48.0%、「責任や負担の集中」36.0%
○資金面の問題点：「通常活動のための資金調達」48.0%、「活動の発展・拡大のための資金調達」24.0%
○情報面の問題点：「情報発信がうまくいかない」44.0%

《活動面》 《組織・人材面》

○［意識］

 
環境活動団体の活動面の課題は、「活動の停滞」「若い会員の少な

 さ」「資金調達」

 
「情報発信」等

《資金面》 《情報面》

出典

 

環境活動団体ヒアリング調査（平成19年度環境局実施）

【Q：環境団体の活動を行ううえでの問題点について】

環境づくりを支える仕組み



84

○［意識］

 
「学校や地域での連携強化」を考えている環境活動団体が多い

○環境活動団体へのヒアリングでは、今後の活動方針の主なものは、「学校や地域との連携強化」が68.0% 
となっている。新分野への活動拡大よりも、これまでの活動の継続、発展を考えている団体が多い。

64.0%

60.0%

12.0%

40.0%

32.0%

68.0%

28.0%

52.0%

0.0%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１　これまでの活動を地道に継続していく（16）

２　これまでの活動を基本に、
発展・拡大していく（15）

３　これまでの活動に加えて、他分野へも
活動範囲を広げていく（3）

４　会員や参加者数を増やしていく（10）

５　他団体との連携を強化していく（8）

６　学校や地域との連携を強化していく（17）

７　民間企業との連携を強化していく（7）

８　行政との連携を強化していく（13）

９　その他（0）

無回答（0）

（Ｎ＝25）

出典

 

環境活動団体ヒアリング調査（平成19年度環境局実施）

【Q：環境団体の今後の活動方針について】

環境づくりを支える仕組み
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○［意識］

 
環境活動団体は、市に対して「活動支援」「企画・政策に関与でき

 る機会の用意」を望んでいる

２　環境に関わ
る市の企画や
政策の検討に
関与させてほし

い (7) 28%

１　団体活動へ
の支援を強化・
充実してほしい

(8) 32%

４　その他 (7)
28%

３　市との情報
交換を強化・充
実してほしい

(3) 12%

（Ｎ＝25）

出典

 

環境活動団体ヒアリング調査（平成19年度環境局実施）

【Q：環境団体の市への要望･要請について】

環境づくりを支える仕組み

○環境活動団体から市への要望・要請として主なものは、「団体活動への支援強化」が32.0%となっている。

 
次いで、「環境に関わる市の企画や政策検討への関与」が28.0%となっている。
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○［意識］

 
環境マネジメントを経営に取り入れる企業は増加している

21.4%

45.9%

16.8%

10.0%

37.8%

26.5% 15.5%

21.2% 2.8%

2.0%

0% 25% 50% 75% 100%

前回調査
（平成7年）

今回調査
（平成19年）

１　目標や
行動方法等を
文書で作成
している

２　現在、
検討中
である

３　今後、
検討する
予定である

４　検討
する予定
はない

無回答

○環境配慮に関する目標や指針を文書化している事業所は45.9%で、前回調査の21.4%より倍増している。

 
また、検討する予定がない事業所は15.5%に留まり、8割以上の事業所が、策定済もしくは検討中・検討予

 
定と回答している。

出典

 

事業所アンケート（平成19年度環境局実施）

【Q：事業所での環境配慮に関する目標や行動方法･指針等の作成状況について】

環境づくりを支える仕組み
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○［意識］

 
企業が環境配慮を行う動機は「社会的責任」「環境問題の重要性」

 が主
○環境配慮に関する取組みを行っている理由としては、「企業の社会的責任」「環境問題の重要性」など、社

 
会的な意義が多く選択されている。

○ビジネスチャンス、企業のイメージアップにつながるとはあまり考えられていない。

47.9%

41.4%

3.5%

4.5%

17.6%

4.8%

7.8%

0.6%

30.9%

0% 25% 50% 75% 100%

１　企業の社会的責任だから

２　環境問題の重要性を感じているから

３　環境保全の取り組みにより新しい
ビジネスチャンスが期待できるから

４　企業や製品、商品のイメージアップが
期待できるから

５　省エネルギーや資源のリサイクルによる
コスト削減が図れるから

６　事業所の周辺住民との良好な関係を
維持するため

７　法的規制を守るために必要だから

８　その他

９　無回答

（N=1,134）

出典

 

事業所アンケート（平成19年度環境局実施）

【Q：事業所で環境配慮に関する取り組みを行う理由について】

環境づくりを支える仕組み
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